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1　近年における ICT の高度化

　日本のインターネット元年といわれる 1995 年
からちょうど 20 年。この間，ICT1）は，高度化

に向けた開発競争が絶え間なく繰り広げられてき
た。人々も技術の進歩にキャッチアップし，日々
の生活に新しい ICT ツール 2）を取り入れてきた。
注目される近年の動向は，スマートフォンが登場
し，急速に普及していることであろう。総務省

（2013）によれば，2010 年末時点で 9.7％だったス
マートフォンの世帯普及率は，3 年後の 2013 年
末時点には 62.6％になったという。新たな ICT
ツールが登場し，ひとたび支持をつかむことがで
きれば，そのツールが急速に普及してゆくのは，
現代社会の大きな特徴といえる。
　ICT の高度化のうち，人々の仕事・家庭生活
に直接関わる側面とは何だろうか。これまで仕事
での ICT ツール利用は，据え置き型のパソコン

坂本　有芳
（鳴門教育大学准教授）

近年の ICT ツールの特徴は，コミュニケーションの空間的，時間的な制約を一層緩める
点にあろう。この特徴は仕事と家庭生活のバランス向上の助けになると期待されてきた
いっぽう，仕事を増やしてバランスを損なう傾向にあることを強調する実証研究結果も少
なくない。本稿では ICT 利用と仕事・家庭生活の境界に着目した実証研究のレビューを
行うとともに，三大都市圏に居住し子を持つ 20-49 歳の男女就業者を対象としたオリジナ
ルデータの分析により，ICT ツール利用が仕事・家庭生活に及ぼす影響を実証的に検討
する。共分散構造分析による男女別の多母集団同時分析をおこなった結果，ICT ツール
利用が仕事と家庭の境界を弱める作用ははっきりとはみられなかった。家庭から仕事に関
する連絡を取ったり，家族との時間の合間に仕事の用事を済ませたりすることが多いほど，
WFC（ワーク・ファミリー・コンフリクト）は有意に高まっていた。ただし，ICT ツー
ル利用度の高さが，時間面で仕事が家庭に入り込むことを増やすわけではなかった。境界
浸透性を媒介せずに，男性については在宅就業の多さが，女性については ICT ツールの
利用度の高さが，WFC を直接的に高めていた。家族に仕事の状況や内容を伝えるコミュ
ニケーションを図る頻度の高さは，WFC を減らす方向で作用するものの，ICT ツールの
利用度合いが高いほど，このコミュニケーションの頻度が低くなるという仮説とは逆の関
連も確認された。男女では関連の強さは異なるものの，総じて ICT ツールの利用度の高
さや在宅就業頻度は，仕事と家庭生活の葛藤を増やす方向にあるといえる。
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を用いた電子メールがコミュニケーションの中心
的手段だったのに対し，近年では小型で持ち運び
が容易な端末を用いて，様々なアプリケーション
を利用したりリアルタイムコミュニケーションを
おこなったりする機会が増している。たとえばビ
デオ通話やビデオ会議，SNS，インスタントメッ
センジャー，スケジューラー，電子会議室や掲示
板など，様々なインターネットサービスやアプリ
ケーションソフトを手軽に利用することができ
る。
　急速に広まりつつあるスマートフォンやタブ
レット型端末など新たな携帯情報端末は，操作性
と携帯性という点で，パソコンとは一線を画して
いる。まさに，「いつでも」「どこでも」情報のや
り取りができ，コミュニケーションが図れる方向
で高度化が進んでいるのだ。仕事・家庭生活の相
互作用に大きな影響をもたらしているのは，情報
の処理速度や蓄積量に関わる技術の向上，ネット
ワーク環境の高速化とその普及などを背景とし，
様々な ICT ツールの携帯性，操作性，通信性能
が一段と増してゆく点だといえるだろう。

2　ICT の高度化と仕事場所の変化

　インターネットの登場以来，ICT の高度化は，
ひとたび明確に区分されてしまった仕事と家庭生
活との境界をふたたび柔軟に設定することを可能
にし，仕事と家庭生活とを両立させやすくなるの
ではないかという議論がなされてきた（Kaufman-
Scarborough�2006;�Wajcman�et�al.�2008）。そもそも，
仕事と家庭生活両立の困難さが問題となる背景に
は，社会の工業化を機に仕事が自宅から離れた場
所でおこなわれるようになり，在宅時間が限られ
るようになったことがある。場所を問わずに大量
の情報のやり取りを可能にする ICT の存在は，
仕事に関する情報を家庭生活の場に持ち込むこと
を可能にする。仕事の内容自体も，社会の情報化
にともなって，場所の固定性を問わないものへと
変化している。
　テレワークは，情報通信における空間的，時間
的制約がより一層弱まってゆく傾向により誕生し
た働き方である。日本のテレワーク人口は 2008-
2010 年には 5％未満を推移していたが，東日本大

震災を機に一時期急増し，雇用者に占める在宅テ
レワーカーの割合は，2012 年には 12.5％，2014
年には 8.5％と報告されている（国土交通省，
2015）。ただし，在宅勤務といっても持ち帰り残
業や休日出勤代わりの実施が多く，規定の就業時
間帯に出勤せずに在宅勤務をおこなうケースは多
くない。週 1 日以上終日在宅で就業する雇用型在
宅型テレワーカーの割合は 2014 年時点でわずか
3.9％である。
　ICT が一層高度化してゆくにつれ，遠隔地に
いながらも実際に「場」を共有するのと大差ない
就業環境が実現され，テレワークは普及してゆく
のではないかと期待され続けてきた（坂本，
2009）。テレワークの実施により，仕事場所まで
の移動時間を省くことができれば，家庭生活の時
間にゆとりが生まれるという利点があるだろう。
ただし，移動しなくとも仕事の情報のやり取りが
できるという状況は，いつでも，どこでも仕事が
できてしまうということでもある。ICT の高度
化により手軽に情報のやりとりができるようにな
ればなるほど，受けたり送ったり処理したりする
仕事の量が増えてしまい，かえって時間的な余裕
を失うことにつながる恐れもある。

Ⅱ　先 行 研 究

　先行研究では，ICT の高度化にともない，仕
事と家庭生活との関連にどのような影響を及ぼす
ことが示されているだろうか。実証研究を中心に，
これまでに得られている知見をまとめたい。

1　ICT と仕事・家庭生活の境界

　高度化する ICT の利用は，仕事と家族の間に
ある境界を曖昧にする作用があることに着目した
実証研究は少なくない。Chesley（2005）は，ICT
利用によって家庭で仕事を行えるようになったこ
とは仕事と家庭生活との境界を曖昧にし，そのこ
とが就業者のディストレスを増す傾向にあること
を指摘する。ICT 利用は，総じて就業者の仕事
と家庭生活との葛藤（WFC）を増やす作用を持
つと結論づける研究は少なくない（Ojala,�Nätti�
and�Anttila�2014; 坂本・スピンクス 2012;�Golden,�Veiga�
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and�Simsek�2006）。仕事からも家族からも両方の
要求を受けやすい状態になるため，役割過重のリ
スクがある（Peters�and�van�der�Lippe�2007），境界
の曖昧性による自律性の高さという感覚は幻想で
ある（Brannen�2005）という報 告もある。Kossek,�
Lautsch,�and�Eaton�（2006）は，弱い境界は WFC
を増やす傾向にあることを見いだしており，テレ
ワークをしているか否かではなく，仕事と家庭生
活との境界をどのように管理しようとするのか，
その戦略が WFC に影響すると主張する。
　いっぽう，ICT 利用によって可能となった働
き方は，自律性の高さにより WFC を減らす傾向
にある（Hill,�Ferris�and�Martinson�2003），通勤時
間が省略できるために葛藤を減らす（Sakamoto�
and�Spinks�2008），仕事の進め方に対する柔軟性
を高めるために，仕事と家族のバランス向上の助
けになる（Cousins�and�Robey,�2005）という結果
もみられる。Golden�and�Geisler（2007）や，Nansen�
et�al.�（2010）によれば，就業者は ICT の影響を受
けるというよりも，自らの戦略に沿った仕事と家
族の関係作りのために ICT を利用しているのだ
という。Adkins�and�Premeaux（2014）は，境界
の曖昧さは本人の選好であり，曖昧さと WFC は
直接関連がないという。Glavin,�Schieman�and�
Reid（2011）は，自宅で頻繁に仕事に関する連絡
を取ることで罪悪感やディストレスが生じるの
は，女性だけに見られる現象だという。
　高度化する ICT 利用が仕事と家庭生活との境
界を曖昧にする作用を持つのか，それとも利用す
る本人の戦略や選好がより重要なのか，さらに仕
事と家庭生活との境界が曖昧化することが WFC
を高める方向につながるっているのかという点に
ついては，現段階では一致した結果が得られてい
ない。

2　ICT 利用による仕事の変化

　ICT ツール利用は，仕事の内容や進め方を変
化させることによって，就業者の仕事・家庭生活
に影響を及ぼす側面もある。Towers�et�al.（2006）
は，ICT ツール利用による仕事へのアクセスの
しやすさは，就業者をより多くの仕事に従事させ
る力を持ち，就業時間を長くする作用があるとい

う。Barley,�Meyerson�and�Grodal（2011）も，仕
事での e-mail 利用は，早めに返信しなければな
らないという要求にこたえる必要があるため，仕
事を増やすことにつながると指摘する。Chesley

（2010）は，多くの就業者が，仕事で ICT を利用
することによって，仕事上の要求が増えたと認識
していることを見いだしている。日本をフィール
ドとした研究では，ICT 利用の影響というより，
働く時間の多様性を認められていることが，長時
間労働と関連していると指摘されている（労働政
策研究・研修機構 2009）。
　ICT 利用によって，人々は複数の仕事を同時
進行できるようになるため，仕事の密度がかつて
よりも増していることを指摘する研究もみられる

（Aral,�Brynjolfsson�and�Van�Alstyne�2007;�Souther-
ton�and�Tomlinson�2005）。ただし，仕事の量や密
度の変化は，生産性の向上につながるものであり，
人々は肯定的に評価していることを示す研究もみ
られる。Mano�and�Mesch�（2010）は，e-mail 利
用と自己評価による仕事の生産性との間には，正
の関連がみられるという。Derks�and�Bakker�

（2010）は，就業者は ICT ツール利用によってそ
れまでよりも長時間労働になる傾向があるにもか
かわらず，柔軟性の向上を肯定的に評価している
ことを見いだしている。Rubin�and�Brody（2005）
も，技術利用による仕事へのアクセスの増加は，
必ずしもコミットメントに悪影響を及ぼさないこ
とを報告している。
　高度化する ICT 利用と仕事の内容や進め方と
の関連については，仕事の負荷を増やす方向にあ
ることで実証研究の結果は概ね一致しているよう
である。ただし，そのことが就業者の生活に悪影
響を及ぼすのかどうかといえば，知見は一致して
いないといえよう。

3　�家族とのコミュニケーション

　高度化する ICT 利用は，仕事を増やすだけで
はなく，家族とのコミュニケーションの頻度や内
容にも影響があることに着目した研究もみられ
る。Wajcman,�Bittman�and�Brown（2008）は，
ICT 利用は仕事を増やすよりも家族や親密な間
柄の人々との連絡を密にする効果があるという。
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Fox�and�Chesley（2009）は，特に女性には家族
メンバーと積極的に連絡を取り，家族の親密性を
増したりお互いを支えたりと率直なコミュニケー
ションを増やす傾向があることを指摘する。
Clark（2002）は，仕事と家庭生活の間にある境
界を橋渡しするようなコミュニケーションが，
WFC を低減する効果があることを示している。
これらの知見を総合すると，ICT 利用は，家族
メンバーとのコミュニケーションを増やすことを
通じて，仕事と家庭生活との関連を良好なものに
する可能性が考えられる。
　では，様々な高度化した ICT ツールの利用に
より，仕事と家庭生活のバランスは向上するのだ
ろうか。それとも阻害される傾向が強いのだろう
か。以下より，実証的検討を加えてゆきたい。

Ⅲ　理論と仮説

1　ワーク・ファミリー・ボーダー理論の適用

　ICT ツールの利用が働き方や仕事・家庭生活
に及ぼす影響を実証的に検討するにあたり，しば
しば適用されるのが Clark（2000）によるワーク・
ファミリー・ボーダー理論である。仕事と家庭の
関係を説明する既存理論の限界を克服し，仕事と
家庭の関係を統合的に説明する試みとして提示さ
れた理論であり，両者の関連は単に心理的なもの
ではなく，全人的なものとしてとらえられている。
理論の中枢をなすのは「『仕事』と『家庭』が互
いに影響しあう異なった領域だ」という発想であ
り（Clark�2000：750）＝（スピンクス 2009：81），仕事
領域と家族領域の「境界」（Border）をキー概念
としている。
　仕事／家族の境界とは，仕事と家族という異領
域間にある境界線であり，領域に関わるふるまい
が始まったり終わったりする場所である（Clark�
2000：751）。仕事と家族の両領域間には境界線に
囲まれた境界地がある。境界線には 2 種類あると
されており，一つは境界地と仕事領域との間の境
界線であり，もう一つは境界地と家族領域の間の
境界線である。
　Clark（2000）は，情報通信における空間的，

時間的制約を弱めようとする ICT の作用を検討
する際に有用となる操作概念を提示している。境
界は 1）物理的：どこ，2）時間的：いつ，3）心
理的：どのように，望ましい行動の線引き，の 3
つから成るとされ，境界の強度は，浸透性，弾力
性，そして混合性の組み合わせで決定される。浸
透性とは他領域からどの程度の（物理的・時間的・
心理的な）出入りを許すのかを示すものである。
　境界の浸透性はバランスに対して直接の影響を
及ぼすと想定されているわけではない。当事者

（＝境界横断者）が抱える仕事領域と家庭領域にど
の程度の類似性があるかどうか，領域においてど
のような地位（周辺的対中心的）を占めているか，
どちらの領域に帰属意識を持つのかなどによっ
て，境界浸透性とバランスとの関連は異なるとさ
れる。
　Clark（2000）は，仕事や家族領域のメンバー
が，当事者の他領域の状況（仕事領域のメンバー
であれば，当事者の家庭の状況）を認識しているこ
とがワークライフバランスを保つ上で重要であ
り，そのためには他領域の状況を知らせるような
コミュニケーション，境界横断コミュニケーショ
ンが有用だと提案する。
　以上をふまえ，本稿では高度化する ICT ツー
ルの利用が，1）仕事と家族領域の境界を弱めよ
うとする作用，2）コミュニケーションを容易に
図れるようにする作用を持つことに着目し，ワー
クライフバランスへの影響を明らかにしてゆきた
い。

2　仮　説

　以下では，就業場所や時間の柔軟性を Clark
（2000）の唱える「境界」（Border）という概念を
用い，自宅という場所に仕事を持ち込むこと，家
族と過ごす合間に仕事の連絡を受けることなど
を，「浸透性」の概念で説明することで，本研究
で検討する作業仮説を導きたい。検討する内容は，
ICT ツールの利用が，仕事と家庭生活のバラン
スを良好なものとするのか，それともバランスを
損なうような影響力を持つのかどうかについてで
ある。
　Clark（2000）は，仕事と家庭生活のバランス
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は「職場と家庭において，最小限の役割葛藤で満
足 が 得 ら れ る と と も に 良 好 に 機 能 す る 状 態

（Clark�2000：751）」と定義し，特定の時点におけ
る短期的なバランスを評価する 1 つの指標とし
て，役割葛藤の低さをあげている。本研究でも役
割葛藤であるワーク・ファミリー・コンフリクト

（以下，WFC）を評価指標として用いる。
　検討する仮説は大きく分けて 2 つである。1 つ
は ICT ツール利用が，就業場所と時間に及ぼす
影響についてである。高度化した ICT ツールは
情報通信における空間的，時間的制約を弱めよう
とする技術的要素を持つため，家族の生活の場で
ある自宅で仕事に関するフォーマルな情報のやり
とりを行うことを可能にする。言い換えれば，こ
の技術的要素は仕事／家族の両領域の間にある物
理的な境界を弱める作用があると考えられる。
　いま一つの仮説は，ICT 利用による影響が考
えられる，境界横断コミュニケーションに着目し
たものである。ICT ツールの技術的要素は，例
えば家族に仕事の状況をリアルタイムに知らせる
など，インフォーマルな情報のやりとりもうなが
す作用を持つだろう。
　以下では，ICT 利用の程度が，物理的な境界
浸透性，時間的な境界浸透性，そして境界横断コ
ミュニケーションの 3 要因にどのように影響する
のかに着目する。取り上げる要因の相互の関連と，
これらの WFC への影響を検討する仮説は以下の
とおりである。

　研究仮説：高度化した ICT 利用は WFC に直
接的な影響を及ぼさないものの，以下の 2 つの経

路を通じて間接的で相反する作用を示すだろう。
　仮�説Ⅰ：家族領域に対する仕事の浸透性を増す

ことを通じて，WFC を増加させる。
　仮�説Ⅱ：境界横断コミュニケーションの頻度を

増すことを通じて，WFC を減少させる。

　これらの仮説は，以下の作業仮説に細分化され
る。
　1．高度化した ICT ツールの利用度合いの大き
さは，（a）家族領域の物理的境界に対する仕事の
浸透性の大きさと相互に関連する，（b）境界横
断コミュニケーションの頻度を増やす，（c）
WFC には直接的な影響を及ぼさない。
　2．家族領域の物理的境界に対する仕事の浸透
性の大きさ（在宅での就業頻度の高さ）は，（a）家
族領域の時間的境界に対する仕事の浸透性を増や
す，（b）境界横断コミュニケーションの頻度を
増やす，（c）WFC には直接的な影響を及ぼさな
い。
　3．家族領域の時間的境界に対する仕事の浸透
性の大きさは，（a）WFC を増やす，（b）境界横
断コミュニケーション頻度を増やす。
　4．境界横断コミュニケーション頻度の大きさ
は，FWC を減らす。
　作業仮説を整理したものは，図 1 のとおりであ
る。外生変数は ICT ツール利用度合いと家族の
物理的境界への浸透（＝在宅就業頻度）である。
ここでは在宅就業頻度は ICT ツール利用度合い
による一方的な影響を受けるものではなく，相互
に関連があるものと位置づけた。ICT ツール利
用度が高ければ，業務に必要な情報のやりとりが

±（1c）

±（2c）

＋（1a）

＋（2b）

＋（3b）
＋（1b）

＋
＋（2a）

＋（3a）

仕事による家庭
生活への葛藤
（WFC）

時間的
境界浸透性

領域横断
コミュニケーション

頻度

物理的
境界浸透性

ICTツール
利用度

－（4）

図 1　仮説モデル

注：1a などの文字は仮説の番号，（＋）は要因間の関連の方向性を示す
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場所や時間を問わずにできることになるため，在
宅就業頻度が高くなると考えられ，反対に，在宅
就業頻度が高く，職場のメンバーや顧客などと離
れた場所で業務をおこなうことが多い場合，ICT
ツール利用度も高くなると想定している。技術的
要素と同時に，社会構成主義の観点により人々が
技術をどのように採用し利用するのかにも着目す
る。

Ⅳ　方　　法

　先に示した仮説に対して，以下に示す手順で実
証的な検討を加えてゆく。

1　データ

　三大都市圏 70km に子と同居する 20 ～ 40 歳代
の男女就業者を対象とした Web アンケート調査
を実施し，得られた個票データを統計的に分析す
る。株式会社マイボイスコムのモニターより条件
に合致する就業者 1936 を無作為抽出した。回答
数 370 人，有効回答数は 300 人（15.5％）である

（表 1）3）。
　Web 調査であるため，調査対象者はすべてイ
ンターネット利用者に限定されている。さらに，
インターネット利用率が 95％以上に達する 20 ～
40 歳代，かつ大都市部居住者に対象を限定する
ことで，高度化する ICT ツールの利用者が回答
者に多く含まれるようにした。回答者の平均年齢
は男性 36.0 歳，女性 35.9 歳，90.7％が雇用者で
ある。

2　変　数

　分析に用いる変数の詳細は次のとおりである。

（1）仕事による家庭生活への葛藤（WFC）
　境界浸透性が就業者の生活に及ぼす影響を評価
する指標として，役割葛藤を示す WFC（ワーク・
ファミリー・コンフリクト）を用いる。ICT ツー
ルの利用度が増すことにより懸念される状況は，
仕事，家族の双方からの要求を頻繁に受けやすく
なることである。要求を頻繁に受けることは，仕
事にも家族のことにも追われて忙しく余裕のない
状態をつくり出すおそれがあるだろう。金井

（2000）の時間葛藤の項目は，WFC 尺度としてし
ばしば用いられる Carlson,�Kacmar�and�Williams

（2000）よりもこの懸念される状況を測るのに適
していよう。
　用いる項目は，金井（2000）によるオリジナル
の「時間葛藤」5 項目（α＝.93）から，事前にお
こなった確証的因子分析により適合度が高かった
4 項目である。項目の内容は表 2 に掲載するとお
りであり，普段の様子について「全くそのとおり
である：4 点」～「全くあてはまらない：1 点」
と配点した。
（2）家族境界への時間的浸透性

　家族と仕事との間の，時間的，心理的な境界の
浸透性を測定する尺度として，Clark（2002）が
提示する項目を日本語に翻訳して使用した。仕事
から家族への浸透性に 6 項目が用いられα係数
は .89 と報告されている。ここでは，心理的浸透
性を除いて時間的浸透性に限定し，仕事から家族
への浸透性 3 項目を用いる。配点は「よくある：
4 点」～「まったくない：1 点」である。
（3）家族との境界横断コミュニケーション頻度

　Clark（2002）が提示する項目を日本語に要約
して使用した。家族に仕事の状況を伝えるコミュ
ニケーションの頻度を測る質問項目 8 項目から 5

表 1　分析に用いるデータ

調査の種類 横断調査

対象者 三大都市圏内で子と同居する 20 ～ 40 歳代の男女就業者（非農林漁業）
標本抽出 株式会社マイボイスコムのモニターより上記条件に合致する就業者を無作為抽出
調査方法 Web アンケート調査
調査期間 2011 年 2 月 18 ～ 21 日
有効回答数（率） 300（15.5%）
e-mail 配布数 1,936
回答数（率） 370（19.1%）

論　文　ICT 高度化が就業者の仕事・家庭生活に及ぼす影響
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項目を作成し，「よくする：4 点」～「まったく
しない：1 点」と配点した。5 項目の合計点を用
いる。
（4）在宅就業頻度

　仕事から家族への物理的な境界浸透性を示すも
のとして，在宅就業頻度を用いる。在宅就業をど
のようなタイミングで，どの程度の頻度で行うか
をたずねた。「週に 5 日以上：6」「1 週間に 3 ～ 4
日：5」「1 週間に 1 ～ 2 日：4」「月に 1 ～ 2 回：3」，

「年に数回：2」「まったくない：1」と配点した。
（5）ICT ツール利用度

　近年に広まった ICT ツールをどの程度利用し
ているのか，テレワークに用いられると考えられ
るアプリケーション（ソフトウェア）の利用頻度
によりたずねた。「インスタントメッセンジャー」
等の ICT ツールを利用する頻度をたずねた問い
に対し，「休日も含め，ほぼ毎日：6」「休日以外
は毎日：5」「1 週間に 2 ～ 3 回くらい：4」「1 週
間に 1 回程度：3」「月に 1 回かそれ以下：2」「仕

事では使わない：1」と配点した。

Ⅴ　結　　果

1　回答者の全体像

　記述統計量より回答者の全体像を示す（表 2）。
WFC（仕事による家族生活への葛藤）4 項目の信頼
性係数αは .911 と十分に高く，加算尺度として
用いるのは妥当といえる。4 項目合計の平均値は
男性が 9.80，女性が 10.78，各項目の平均値は男
性が 2.31 ～ 2.56，女性が 2.42 ～ 2.87 と，葛藤を
感じる状態を示す設問に対して「まああてはま
る」と回答する人が多い。いずれの得点も女性が
高く，とくに「毎日があわただしい」，「忙しい」
の 2 項目は，男性よりも有意に高い値が示されて
いる。
　家族境界への時間的浸透性をみると，「家族と
過ごす合間に仕事の用事を済ませる」「自宅から

表 2　記述統計量

範囲 α
男性 n＝150 女性 n＝150

平均 SD 平均値 SD
1　仕事による家庭生活への葛藤（WFC）

仕事と家事とで時間的に余裕がない
仕事と家事とで休む時間がない
仕事と家事とで毎日があわただしい
仕事と家事とで忙しい

2　家族境界への時間的浸透性
自宅に仕事の連絡が入る
家族と過ごす合間に仕事の用事を済ませる
自宅から仕事の連絡をとる

3　家族との境界横断コミュニケーション頻度
仕事のスケジュールを家族に話す
現在，自分がどんな仕事をしているのかを家族に話す
仕事で嬉しいことがあったとき，家族に報告する
仕事で嫌なことがあったとき，家族に聞いてもらう
仕事での出来事を家族で話題にする

在宅就業頻度
4　平日昼間
5　週末
6　夜間早朝（夜 10 時～朝 5 時）
ICT ツール利用度
7　インスタントメッセンジャー
8　ビデオ通話，ビデオ会議
9　電子会議室，掲示板
10 スケジュール管理ツール

10-40
1-4
1-4
1-4
1-4
3-12
1-4
1-4
1-4
5-20
1-4
1-4
1-4
1-4
1-4

1-6
1-6
1-6

1-6
1-6
1-6
1-6

.911

.841

.902

9.80
2.56
2.31
2.46
2.47
5.98
2.02
1.89
2.07
13.40
2.87
2.75
2.70
2.50
2.59

1.69
1.56
1.44

1.73
1.39
1.66
2.91

3.01
.87
.80
.85
.84

2.12
.81
.89
.81

3.62
.82
.82
.87
.90
.81

1.58
.90
.89

1.50
.79

1.35
2.06

10.78
 2.62
 2.42
 2.87
 2.87
 5.20
 1.91
 1.55
 1.75
14.51
 2.97
 2.96
 2.95
 2.83
 2.80

 1.71
 1.26
 1.22

 1.23
 1.04
 1.14
 1.52

2.99
 .86
 .85
 .81***
 .85***
2.30
 .91
 .91***
 .80**
3.48**
 .90
 .76*
 .80*
 .86**
 .84*

1.60
 .65**
 .71*

 .93**
 .23***
 .67***
1.34***

*p<.05��**p<.01��***p<.001（T-test）
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仕事の連絡をとる」の 2 項目は，男性のほうが有
意に高い値を示している。女性の平均値は全て 1
点台である。
　家族との境界横断コミュニケーション頻度（α
＝.902）は，いずれの項目も男性より女性の平均
値が高く，「仕事のスケジュールを家族に話す」
以外の 4 項目の平均点で女性が有意に高い値を示
している。
　ICT ツール利用度は，いずれのアプリケーショ
ンでも男性の利用頻度が有意に高いことが確認で
きる。ただし，もっとも高い値が「スケジュール
管理ツール」の 2.91 であり，全体としては 1 点
台が多い。回答を確認するといずれの ICT ツー
ルも「仕事では使わない」と回答する人の割合が
もっとも多い。「スケジュール管理ツール」は回
答の分散が大きく，「仕事では使わない」人が 3
分の 2 以上を占めるいっぽう，「休日以外は毎日」
と回答する人も約 2 割を占め，「週に 1 回程度」�

「月に 1 回かそれ以下」など，たまにしか使わな
い人はまれである。
　在宅就業頻度は，「平日昼間」「深夜早朝」は 8
割以上の人が「全くしない」「週末」についても
7 割以上の人は「全くしない」と回答しており，
在宅就業をする人は少数派である。男女で比較す
ると女性のほうが「平日の日中」におこなう頻度
がやや高い傾向がみられ，反対に「休日」や「深
夜や早朝」は男性のほうが有意に高い値を示す。
男性の在宅就業は，所定労働時間外に，いわゆる
持ち帰り仕事としておこなわれる傾向があること
が読み取れる。
　以上，記述統計量からは，ICT ツールを頻繁
に利用する人や在宅就業をする人は，大都市圏居
住者であっても少数派であることが確認できる。
また，こうした少数派のなかで，女性よりも男性
のほうが ICT ツールの利用頻度が高く，家族と
過ごす合間に仕事の用事を済ませたり，在宅就業
も休日や深夜，早朝におこなったりすることが多
く，仕事を多くしがちな様子がうかがえる。その
いっぽうで WFC は女性のほうが有意に高い。男
性と女性とでは各要因の水準のみならず，要因間
の関連も異なることが推測される。

2　共分散構造分析

　ICT ツールの利用度合いが家族と仕事の境界
浸透性に及ぼす影響を，図 1 に示した仮説モデル
を用いて共分散構造分析をおこなった。WFC，
家族境界への時間的浸透，家族との境界横断コ
ミュニケーション頻度については加算尺度による
1 変数を用い，ICT ツール利用度，在宅就業頻度
は，いずれも表 2 に記した項目を観測変数とする
潜在変数とした。
（1）モデルの適合度

　先に示したモデル図を用いて，男女で 2 グルー
プに分けた多母集団同時分析をおこなった。等値
制約を課したモデルでは帰無仮説が 5％水準で棄
却されるうえ適合度が低いため，2 つのグループ
に対して全ての変数の等値制約を置かない配置不
変モデルを採用した。
　モデル全体の適合度検定結果は，χ2＝70.276

（df＝56），p＝.095 であり帰無仮説は 5％水準で採
択される。標本数の規模に左右されない GFI 指
標でも GFI＝.958，AGFI＝.917 であり，適合度
は比較的高い。さらに RMSEA＝.029 という結果
はモデルに対するデータの当てはまりのよさを示
している 4）。
（2）測定モデルの評価

　2 つの潜在変数を測定する各変数が適切に対応
しているかどうかを，共分散構造分析で得られた，
測定モデルにおける標準化された解によって確認
する（図 2）。これは ICT ツール利用度，在宅就
業頻度の 2 つの構成概念（潜在変数）に対する各
変数の因子負荷量を求めたものである。
　事前に検証的因子分析により測定モデルの評価
をおこない，当初のモデルより除外された項目は
1項目である。1つはICTツール利用度のうち「電
子メール」である。電子メールは在宅就業では欠
かせない ICT ツールではあるものの，ICT ツー
ルのなかでは比較的に早期に普及したツールであ
る。本研究で扱うのは近年に広まりを見せた ICT
ツールの影響であるため，「電子メール」は除外
したほうが分析目的に適っていると考えられる。
　測定モデルに用いた全ての変数は構成概念と有
意水準 5％以下の値を示し，因子負荷量も一般的

論　文　ICT 高度化が就業者の仕事・家庭生活に及ぼす影響
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に妥当性が高いと判断される .40�以上の基準をほ
とんどの項目が満たしている。よってモデルが提
示した各観測変数は，各構成概念を測定する項目
として適切であると考えられる。
　ただし ICT ツール利用度と在宅就業頻度の各
概念を構成する要因は男女では異なっていた。こ
のことは，ICT ツール利用度と在宅就業頻度の
因子負荷量を等値すると適合度が下がることから
も確認できる。構成概念を確認すると，男性の場
合は ICT ツールのうち「インスタントメッセン
ジャー」「ビデオ通話」とリアルタイムコミュニ
ケーションに関するツールの因子負荷量が大きい
のに対し，女性は「電子会議室・電子掲示板」「ス
ケジューラー」の因子負荷量が大きい。在宅就業
頻度は，男性の場合，「週末」や「夜 10 時から朝
7 時の間」の因子負荷量が大きく，「平日昼間」
は .27 ときわめて小さく，女性の因子負荷量 .66
と大きく異なっている。男性の在宅就業頻度の内
容は，所定外時間に在宅で就業する頻度が示され
ているといえよう。
（3）境界浸透性の影響

　次にどのような要因が家族／仕事の境界浸透性
に影響力を持つのかを確認したい。男女 2 つのグ
ループでは構成概念に対する因子負荷量が等価で
ないため単純な比較はできないものの，男性と女

性とでは「ICT ツール利用度」や「在宅就業頻
度」の影響は異なっている。「ICT ツール利用度」
の影響を確認すると，「家族境界への時間的浸透
性」への係数は男性が .04，女性が .03 と非常に
小さく，統計的に有意でない。「在宅就業頻度」
との相関は男性が .21，女性が .17 と正の相関が
示されるものの，男性でも有意水準は 10％であ
る。総じて ICT ツール利用度から境界浸透性へ
の影響力は小さい。
　これに対し，「在宅就業頻度」は女性の「家族
境界への時間的浸透性」を増す作用が確認でき
る。男性については「家族境界への時間的浸透性」
への係数は .07 と小さく非有意であるものの正の
方向を示し，女性については係数が .36 であ
り，.01％水準で有意な関連となっている。
　評価指標となる WFC への影響を確認すると，

「家族境界への時間的浸透性」からのパス係数は
男性が .16（p<.05），女性が .29（p<.001）と，い
ずれも正の有意な値となっている。さらに女性の

「ICT ツール利用度」から WFC への直接の関連
で .28（p<.01）と有意な正の関連がみられた。男
性については WFC に対する「ICT ツール利用
度」の直接の関連を示す係数は正の方向を示すも
のの値は .07 と小さく，統計的にも有意でなかっ
た。いっぽう，「在宅就業頻度」から FWC への

注：数値は最尤法による推計値（標準化係数）であり，明朝体は男性，ゴシック体は女性の値を示す。
χ2（56）＝70.276：p＝.095 GFI＝.958 AGFI＝.917 RMSEA＝.029
*p<.05  **p<.01  ***p<.001                 

有意な関連             非有意な関連

男性 n＝150　女性 n＝150

在宅
就業頻度

家族との
境界横断

コミュニケーション

平日昼間

週末

夜 10 時から
朝 7時の間

.07

.04

.27na

.74***

.69**

.05

.07

.94**

.33*

ICT ツール
利用度

インスタント
メッセンジャー

電子会議室
電子掲示板

ビデオ通話

.54na

.60***

.52***

スケジューラー
.21

家族境界への
時間的浸透性

仕事による家庭
生活への葛藤
（WFC）

.16*

－.10

－.24**
.09

.39na

.46***

.75***

.67***

.17
.66na

.92***

.28**

－.04

.03

.84***

.06

.13

－17*

.29***

.05

.36***

図 2　共分散構造分析結果
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直接的な関連は，男性が .33（p<.05）と正の有意
な係数を示し，女性は .13 と非有意であるものの
値は正である。境界浸透性の大きさ自体は，
WFC を増す方向にあることが見てとれる。
（4）境界横断コミュニケーションの影響

　境界横断コミュニケーションについても，男女
では異なる結果が示された。「ICT ツール利用度」
の影響を確認すると，「家族との境界横断コミュ
ニケーション」への係数は女性が－.04 と小さい
のに対して，男性は－.24 と有意な負の係数となっ
ており，むしろコミュニケーションを減らす方向
で作用していることが認められる。
　評価指標となる WFC への係数は，男性は－.10
で非有意，女性は－.17（p<.05）と有意な負の値
を示しており，境界横断コミュニケーションの多
さ自体は，WFC を低減する方向に作用すること
が確認できる。いずれにせよ ICT ツール利用は，

「境界横断コミュニケーションの頻度を増すこと
を通じて，WFC を減少させる」のではない結果
が示されたといえる。

Ⅵ　結　　論

1　結果の要約

　本稿では高度化する ICT ツールの利用が仕事
と家庭生活のバランスに及ぼす影響を，Clark

（2000）によるワーク・ファミリー・ボーダー理
論が提示する概念に基づき検討した。以下に仮説
に沿って分析結果をまとめたい。
（1）ICT ツール利用の影響

　仮説 1 では，ICT ツールの利用度合いが高い
ほど，仕事と家族の境界に対する時間的な浸透性
が増し，その結果として WFC が増すのではない
かと想定した。しかし想定とは異なり，男性につ
いては在宅就業の多さが WFC を直接的に高める
ことが観察された。女性についても境界浸透性を
経由せずに，ICT ツールの利用度が高いほど
WFC が高まるという直接的な関連が示された。
　仕事と家族の時間的な浸透性を経由した間接的
な影響力は強くなかった。家庭から仕事の連絡を
入れる，あるいは家族と過ごす合間に仕事の用事

を済ませるなど，家庭領域の活動中に仕事の浸透
が強まることは，WFC を高めている。ただし，
ICT ツールの利用度合いの高さによって浸透性
が強まるわけでもなかった。媒介要因を経由した
影響力はむしろ小さかったのである。
　ICT ツールの利用度の高さと在宅就業頻度の
高さとの関連も，明確に示されたというよりも傾
向が確認された程度であった。すなわち，高度化
する ICT ツールを使えば在宅就業が増えたり，
在宅就業が多いほど ICT ツールの利用度も高く
なったりするという相互の関連は認められたもの
の，その関連は統計的に有意な予測ができるほど
強いものではなかった。
　留意すべき点は，男性と女性とでは，ICT ツー
ルの利用についても在宅就業についても内容が異
なっていることである。女性の ICT ツール利用
度は業務マネジメントのウェイトが大きいのに対
し，男性のリアルタイムコミュニケーションの
ウェイトが大きい。さらに男性の在宅就業頻度は
平日の日中ではなく，所定労働時間外になされる
という意味合いが大きい。男性については，リア
ルタイムコミュニケーションの手段として ICT
ツールを頻繁に使っているほど，在宅での所定外
労働も多い傾向にあると解釈できる。
（2）�境界横断コミュニケーションと WFC

　仮説 2 では，ICT ツールの利用度合いが高い
ほど，家族に仕事の状況や内容を伝えるコミュニ
ケーションが増し，その結果として WFC が減る
という関連を想定した。ICT ツール利用による
ポジティブな側面についても，影響を明らかにし
たいという意図からである。
　分析の結果，家族に仕事の状況や内容を伝える
コミュニケーションを図る頻度の高さは，WFC
を減らすという方向で作用することが確認され
た。特に女性については統計的にも有意な関連が
示された。Clark（2000）の提案どおり，仕事と
家族の境界を橋渡しするようなコミュニケーショ
ンは，WFC を減らし，仕事と家庭生活のバラン
スをうながす作用をもつことがうかがえる結果で
ある。
　この反面，ICT ツールの利用度合いが高いほど，
家族との境界横断コミュニケーションの頻度が低
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くなるという，想定とは逆の関連も確認された。
つまり，ICT ツールの利用は，コミュニケーショ
ンを容易にするという技術的要素があるにもかか
わらず，増やすのは家族に対してのコミュニケー
ションではない。男性については，負の関連は統
計的にも有意である。本分析で取り上げた ICT
ツールの利用度はむしろ仕事上のコミュニケー
ションを増やす方向に作用し，家族とのコミュニ
ケーションを犠牲にする側面があることをうかが
わせる結果である。
　男女では関連の強さは異なるものの，総じて
ICT ツールの利用度の高さや在宅就業頻度は，仕
事と家庭生活の葛藤を増やす方向に作用している
と結論づけて差し支えない結果となった。結果か
ら浮かび上がるのは，ICT ツールの利用度の高
さは，仕事にも家庭のことにも追われて忙しく余
裕のない状態をつくり出すことにつながっている
という点である。とくに男性については，ICTツー
ル利用度の高さが所定時間外の在宅就業頻度の多
さと関連しているため，家庭生活とのバランスを
損なう傾向にあることが示されたといえよう。

2　今後の研究課題

　今後の研究課題として 2 点を指摘したい。1 つ
は本研究で用いた測定内容についてである。ICT
ツールの利用については，小型のノートパソコン，
タブレット端末，スマートフォンなどハードウェ
アの利用頻度についても尋ねたものの，モデルの
あてはまりが悪く，データ分析には用いることが
できなかった。ただし，仕事が家庭に入り込むきっ
かけとして，小型で利便性の高い端末利用の影響
は決して小さくないはずである。ICT 利用度の
把握のためには，どのようなハードウェアを，ど
のようにネットワーク接続して（外部から社内
ネットワークに接続しているか否かなど）いるかを
とらえる必要があるだろう。その上で，利用して
いるアプリケーションとの組み合わせによって，
ICT 利用度の大きさを如実に反映するような尺
度を考えてゆく必要があると思われる。
　もう一つの課題は，高度化した ICT ツールの
利用が仕事・家庭生活に影響を与える要因を，よ
り多面的にとらえることである。就業時間の長さ

や仕事量の多さはもとより，仕事のペースやマル
チタスクの状況など，高度化した ICT ツールの
利用の影響だと指摘される要因は少なくない。さ
らに，仕事の総時間は一定のままに，仕事の時間
帯をずらしている場合にはどのような影響がある
のか等，家庭生活の状況もより細かに捉える必要
があろう。就業者本人のみならず，子どもの生活
への影響など，家庭生活全般を視野に入れること
が重要である。
　ドイツの連邦労働大臣アンドレア・ナーレス氏
は，長時間の労働が人の心に及ぼす影響について
の研究を根拠として，午後 6 時以降に仕事をする
ことを禁止する方向で，2016 年までに法改正を
進めることを示唆しているという 5）。午後 6 時以
降や週末に業務上のメールのチェックなどを行う
人は，うつ病や何らかの心の病にかかる可能性が
高くなるという実証研究に基づく提案であり，仕
事をおこなう「時間帯」も無視できないことを認
識させられるものである。
　ICT ツールが仕事・家庭生活に及ぼす影響は，
楽観的な期待の段階を抜け出して，懸念事項を具
体的，実証的に検討してゆくべき段階に入ってい
る。多くの人々の間でよりよい使い方に対する認
識を共有してゆくために，検討課題は山積してい
るといえよう。仕事と家庭生活のバランスを良好
にするために，どのような状況でいかに ICT ツー
ルを利用すべきなのか，何らかの制限を設ける必
要がないのかなど，具体的な条件を明らかにして
ゆくことが今後の課題である。

　本研究は科学研究費補助金（基盤研究（c）「テレワークが職
業生活と家族生活の関係に及ぼす心理的・物理的影響」課題番
号：22530425，研究代表者：坂本有芳）の助成を受けたもので
ある。

 1）ICT は，情報の処理，蓄積，通信に関わる技術の総称であ
る。

 2）ここでは ICT ツールを「情報の処理，蓄積，通信に関わ
る技術のうち，インフラに関する技術ではなく，利用するか
どうかを個人が意識的に選択するハードウェア，インター
ネットサービス／アプリケーションソフトウェア」を指すも
のと定義しておきたい。「ツール」という語は，人々が ICT
を利便性の向上のための手段として使う，あるいは道具とい
う意識をもって使うという側面を強調し，限定する役割を
持っているといえよう（坂本・スピンクス�2012）。

 3）本調査は登録モニターを回答対象者としたインターネット
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リサーチを利用し，不適切な回答のみられるサンプルを除外
した男女各 150 件の納品を依頼した。回収数 370 のうち，回
答時間が極端に短い，モニター属性と回答内容に不一致があ
る，リッカートスケールに対して全て単一の番号が選択され
ている，などのサンプルが除外されている。

 4）RMSEA は 0.05 以下であれば適合度が高いと判断される
（豊田 1998）。

 5）“German�minister�calls�for�anti-stress�law�ban�on�emails�
out�of�office�hours”�http://www.theguardian.com/technology�
/2014/aug/29/germany-anti-stress-law-ban-on-emails-out-of-
office-hours�（最終閲覧日：2015/07/27）
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